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Section 1
要約
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2026年3月期 : 業績ハイライト
コアセグメントであるヘルスビッグデータセグメントが成長を牽引、売上収益、EBITDAともに堅調に推移しています。

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用

前期比

連結売上収益
(百万円)

前期比

連結EBITDA
(百万円)

50,462

13,178

+21％

+21％

データ活用先
取引額

インダストリー

+23％
保険者・生活者 医療提供者

+16％ +30％

2,076万人

Pep Up-ID数

803万人

取引健保の
母集団数

前期比

遠隔医療

売上収益 EBITDA

+4％ +8％

前期比

ヘルスビッグデータ

売上収益 EBITDA

+24％ +23％
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（参考）2026年3月期 : JMDCグループの事業セグメント
ヘルスビッグデータは、インダストリー、保険者・生活者、医療提供者それぞれの事業規模の拡大が継続しています。遠隔医療は、堅実な需要に支
えられ高収益を維持し安定した成長を持続しています。

ヘルスビッグデータ

遠隔医療

インダストリー向け
製薬企業や保険会社等企業向けデータ活用事業

保険者・生活者向け
健保組合向けデータ分析及び健保組合員向けの
ICTプロダクト「Pep Up」の提供、自治体向け
サービス等

医療提供者向け
薬剤DB、医療機関向けデータ分析、経営コン
サル・ファイナンス、WEB問診、集患・予約
システム

遠隔画像診断サービスの提供

2026年3月期 概況

• 製薬企業のセールス・マーケ部門とR&D部門向けが引き
続き堅調。他方、メディカル部門向けはデータ処理遅延
と営業リソースをマーケに寄せた影響から軟調に推移

• 生損保企業向けは、需要喚起と開発案件の拡大が奏功し
成長基調に回帰。来期に向けた成長モメンタムを確立

• 健保向けの取引先開拓、 Pep Up導入が堅調に推移、
成長が持続

• 自治体向けは、事業規模の拡大とデータの集積が両輪で
進捗、強固な事業基盤を確立

• データ基盤サービス導入施設数の持続的増加と、電子カ
ルテ事業者との戦略的連携により、データアセットが最
大規模まで急速に拡大

• 医療機関向けコンサル・ファイナンス等高付加価値サー
ビスも好調を維持

• スマートクリニックも拡大継続

• 堅実な需要とオペレーション強化による高収益性を維持

ビジネス概要
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2027年3月期 : 業績予想

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

• ヘルスビッグデータは、インダストリー向けを中心として、全ての事業領域
で成長を持続

• 遠隔医療は堅実な需要に支えられ、高収益性を維持しながら緩やかに成長
• 今後のM&Aは織り込まず

• 短期で競合に勝ち切るための営業、データアセット強化に向けた投資を実施
• 更に、中期的な事業成長に向け人材やデータインフラを含むAI基盤を整備し、

事業規模拡大に必要な体制強化を進める

605億円
(+20％)

115億円(19％)
(+9％)

(対26年3月期成長率)

• 論理的に計算される法人税を織り込む
• のれんに減損の懸念はなく、織り込まず

71億円(12％)
(+5％)

150億円(25％)
(+14％)

27年３月期は、ヘルスビッグデータの持続的成長を軸に、全事業領域で増収増益を継続します。また、営業強化に加え、人材やデータインフラを含
むAIへの戦略的投資を加速し、持続的な事業拡大に向けた強固な体制基盤を構築する一年と位置付けています。

売上収益

営業利益（率）

EBITDA (マージン)

親会社の所有者に
帰属する利益(継続事業)(率)

2027年3月期連結業績予想 予想の前提
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2026年3月期及び2027年3月期 : マネジメント ビューポイント
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの方々のご理解をより深めていただくため、マネジメント ビューポイントを掲載します。

Q. 2026年3月期 通期業績をどう評価するか？
• 売上は概ねガイダンス水準を維持したが、利益については計画を下回る結果となり遺憾であった。
• 利益について想定とギャップが生じた要因は以下の通り。

ヘルスビッグデータのインダストリー向け、とりわけ製薬企業のメディカル部門向けの事業が軟調だった。これは、新規データにおけるデータ処理の遅延と、営業リ
ソース配分が要因。とりわけ高齢者データについては、データ量は順調に拡大したが、データ処理に想定以上に工数がかかり、期待した売上拡大には届かなかった。
また、製薬企業のマーケ部門の事業が好調であったことから、営業リソースを当該事業向けにフォーカスした。それにより、メディカル部門向けの活動が手薄となり、
一部の事業機会を逸してしまった。この反省を踏まえ、新年度では営業リソースを改めて充足させ、メディカル部門向けを含め強化していく。

• なお、データアセットについては、高齢者データ、DPCデータがNo.1のデータ量を達成しており、営業活動を改めてしっかりと行うことで、成長を加速させる。

Q.ヘルステック業界を取り巻く市場環境をどう捉えているか？
• ヘルステック業界全体としては、コロナ禍において寄せられた過大な期待が徐々に剥落し、いくつかの企業が統合や市場から撤退するなど、業界内での選別が進む、

いわゆる“ハイプサイクル”における過度な期待からの幻滅期（反動期）にあるといえる。当社はその中で、この５年で保険者データ量と売上をともに３倍以上に成長
させるなど、事業基盤を整え、ヘルステックにおいて唯一無二の地位を確立しており、幻滅期の谷をこえ成長していく存在となる基盤は整っている。今後は、選別の
中で淘汰される企業からの事業機会を吸収して更に成長していくとともに、中長期的にヘルステックが真にインパクトをもたらす機会に備えていく。

Q. 市場環境を大きく変化させる、例えばAIの進化が与える影響をどう捉えているか？
• 全体として、AIの進化はJMDCの事業にポジティブに影響すると考えている。
• AIの進化による懸念として 1)合成データによってビッグデータが不要になるのでは、 2) 当社のコンサルや分析サービスがAIで代替されるのでは、といった点が一部で

聞かれるが、ヘルスケアデータの活用については学術的な用途も含めエビデンスとしての高い信頼性が求められるため、合成データの活用余地は限定的と捉えている。
また、コンサルや分析サービスについては、寧ろ事業を加速する方向で作用すると見ている。実際に、AIによって分析のハードルが下がり、仮説検証のサイクルが大
きく加速した。これにより、顧客企業向けとの議論や提案が加速し、プロジェクトのシーズが拡大している。更に、異業種の企業が持つデータと、JMDCデータを組
み合わせることによる新たな事業機会についても引き合いが拡がっている。

• このように、データはAIに代替されるものではなく、AIのもたらす価値を最大化する上で、半導体や電力のように必須のものであり、当社の事業機会を大きく拡大す
るとみている。

Q. 2027年3月期の業績予想はどう見ているか？
• 当期は今後の成長に向けて足場固めを行う重要なタイミングと捉えている。まずは、データ利活用、新規データ獲得のリソースを強化しながら、既存のデータ事業に

おける優位性を更に確固たるものにする。また、業界の大きな変化の流れやAIの進化を踏まえ、中期的な事業成長に向けて人材やインフラを含むAI関連の投資を加速
するべきタイミングとも捉えている。こうした対応により、利益率は一過性に期待を下回る水準となるが、これは事業モデル上の構造的な収益性が変化しているもの
ではない。



7

2026年3月期 : 株主還元

2026年3月期 2027年3月期(予想)

基準日

１株当たり配当金

配当金総額

効力発生日

2026年3月31日

18円

2026年6月8日

1,177百万円

2027年3月31日

未定

投資余力の確保と株主還元の両立を意識し、当期は1株18円の配当を実施いたします。なお、2027年3月期の配当予想額は未定としておりますが、
今後の業績推移、財務状況等の経営成績を勘案し、株主配当の水準を決定します。
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Section 2
2026年3月期 通期業績報告
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2026年3月期 : 連結業績サマリー

(単位：百万円) 25年3月期 通期累計

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

売上収益

営業利益
(率)

税引前利益
（率）

親会社の所有者に
帰属する利益

(率)

EBITDA
(マージン)

売上・利益ともに順調に拡大しています。

26年3月期 通期累計 前期比

親会社の所有者に
帰属する利益(継続事業)

親会社の所有者に
帰属する利益(非継続事業)

+21%

+21%

△7%

+16%

-

+21%

+17%

41,722

8,717
(21%)

7,275
(17%)

5,821

1,454

10,932
(26%)

8,510
(20%)

50,462

10,521
(21%)

6,765
(13%)

6,765

-

13,178
(26%)

9,964
(20%)
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25/3期24/3期 26/3期

5,779
6,756

9,803
8,096

10,451
12,099

10,725
12,355

13,407
13,973

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

8,233

11,075

+ 15%

1,603 1,563

3,215

1,649

3,312

2,267

3,256

4,157
3,496

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2,831 2,831
3,138

+ 6%

2026年3月期 : 連結売上収益/EBITDAの四半期状況

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

EBITDA
マージン 33 27 25

連結売上収益 四半期推移

(単位：百万円)

連結EBITDA/マージン 四半期推移

(単位：百万円、%)

通期EBITDAマージン
29%

通期EBITDAマージン
26%

中核であるヘルスビッグデータの事業領域拡大により、売上・利益ともに成長を継続しています。他方で、本Q4は製薬企業向けの進捗遅延の影響か
ら、売上収益・EBITDAの成長モメンタムは当初想定を下回る着地となりました。

25/3期24/3期 26/3期

EBITDA

通期EBITDAマージン
26%
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2026年3月期 : 連結EBITDAの状況
連結EBITDAについては、Q3まで順調に進展しておりましたが、データアセットの拡大に伴って発生した課題への対応（一過性影響） 、及び製薬企
業メディカル部門向け事業の一部取りこぼしにより期待を下回る結果となりました。

当初見通しに対し、以下の要因から
利益面で物足りない結果となった

 データアセットの拡大に伴い発生した課題へ
の対応（一過性影響）、製薬企業メディカル
部門向け事業の取りこぼし 計9.2億円

 製薬企業向け新規事業開発、AI投資等の成長
投資 計4億円

10,932

13,178

25/3期 当初見通し 製薬企業
メディカル部門
向け事業の影響

成長投資 26/3期

連結EBITDA 前年比較

(単位：百万円)
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2026年3月期 : セグメント別業績

(単位：百万円) 25年3月期 通期累計 26年3月期 通期累計 前期比

ヘルスビッグデータ
35,646 

9,557 
(27%)

44,070 
11,722 

(27%)

+24%
+23%

売上
EBITDA
(マージン)

遠隔医療
6,117 
2,236 
(37%)

6,392 
2,407 
(38%)

+4%
+8%

売上
EBITDA
(マージン)

調整額 △41 
△861 

- 
△952 

- 
- 

売上
EBITDA

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

ヘルスビッグデータセグメントの成長性と、遠隔医療セグメントの高収益性により、持続的な成長を生み出しています。
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（参考）2026年3月期 : セグメント別売上収益/EBITDA
中核であるヘルスビッグデータセグメントは、当社グループの売上およびEBITDAの8割以上を生み出しています。また、遠隔医療セグメントは引き
続き高い収益力を維持しており、安定的に利益を創出しています。

売上収益

50,462
百万円

ヘルスビッグデータ

遠隔医療

6,392百万円

44,070百万円

13,178
百万円

（調整額△952百万円を含む）
EBITDAマージン

26%

ヘルスビッグデータ

EBITDA/EBITDAマージン

11,722百万円

27%

遠隔医療

2,407百万円

38%

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益
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Section 3
ヘルスビッグデータ
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JMDCヘルスビッグデータ
JMDCは、日本におけるヘルスケアの多様なデータを結集し、すべてのヘルスケアプレーヤーがデータを活用できる環境を構築することで医療の進
化を支援していきます。

疫学
データ

研究

JMDC’s Health
Big Database

疾患発生率
の算定

患者の
動態分析

地域医療
ネットワーク

分析

患者数の
推計・分析

保険者

保険会社

製薬企業

調剤薬局

医療機関

医師

事業主

生活者

データ活用 データ活用

データ提供データ提供



16

ヘルスビッグデータ : 業績（四半期状況）

EBITDA 四半期推移

(単位：百万円)

本Q4は、インダストリー向けの軟調を他事業領域の拡大が補い、成長が継続しています。なお、製薬企業のメディカル部門向けデータ提供において、
データ処理プロセスにおける一過性の課題、マーケ部門にリソースを振り向けたことによる営業不足から、一時的に収益性が低下しています。

売上収益 四半期推移

(単位：百万円)

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用

1,294 1,197

2,464
2,928

1,301

2,449
2,741

3,063

1,919

2,881
3,142

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

3,779

+ 3%

4,497
5,337

6,814

8,409

6,606

8,904
9,517

10,617

9,201

10,692

12,440

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

11,735

+ 17%

25/3期24/3期 26/3期25/3期24/3期 26/3期
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「インダストリー向け」、「保険者・生活者向け」、「医療提供者向け」の各事業がバランスよく成長を継続しています。

ヘルスビッグデータ : 事業領域

インダストリー向け

事業概要

製薬企業や保険会社等、企業領域に対する
データサービス・コンサルなどを提供

ヘルスビッグデータ事業規模（26/3期 実績）

保険者・生活者向け
健康保険組合・自治体向け保険者サービスと
Pep Upを展開

医療提供者向け
医療機関・クリニック向けにデータ基盤事業、
高付加価値事業を実施

Note: 事業規模は経営管理上の単純合算数値であり、セグメント内取引調整額を調整しておりません。

(単位：百万円)

16,355

10,889

17,203

成長率

+ 23%

+ 16%

+ 30%
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インダストリー向け : 事業状況

インダストリー向け売上 年度推移

(単位：百万円)

インダストリー向けデータ活用 四半期推移

(単位：百万円)

インダストリー向けは、年度の推移を見ると順調に推移しました。しかしながら、本Q4においては期待通りの成長には至りませんでした。

1,916

2,510

3,507 3,623

2,434
2,697

4,080 4,078
3,639

3,347

4,415

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

4,953

+ 8%

25/3期24/3期 26/3期

6,604

9,578

11,557
13,290

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

16,355

+ 23%
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6,404 6,687

4,290
5,932

2,595

3,735

インダストリー全体としては、データの単なる提供から、コンサルティングや解析、ソリューションなど、より付加価値の高いサービスへのシフト
が順調に進捗しています。

（参考）インダストリー向け : アップセルの状況

25/3期

• データを用いたシステム開発や異業種等その他
エンタープライズ向けソリューション提供等も
拡大

• データを活用したコンサルティングサービス、
データベース解析が持続的に拡大
AIを活用したサービスにも着手

• データ・DBの提供は普及が促進、安定成長を
継続

DB

コンサル
ティング

ソリュー
ション

解析

データ

26/3期

16,355

13,290

アップセルの状況（サービス別売上）

(単位：百万円)
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保険者・生活者向け : 事業状況
保険者・生活者向けは、順調に成長しています。健保向け事業に加え、自治体向け事業も急速に規模が拡大しています。

保険者・生活者向け事業売上 四半期推移

(単位：百万円)

保険者・生活者向け事業売上 年度推移

(単位：百万円)

547
940

2,017

1,403

3,132

2,198

2,653

1,789

3,528
3,170

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

1,101

2,402

+ 19%

25/3期24/3期 26/3期
22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

2,848 3,032

4,605

9,388

10,889

+ 16%

その他

健保・共済向け

自治体向け
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（参考）保険者・生活者向け : 自治体向け事業規模の拡がり
21年に立ち上げた自治体向け事業は、キャンサースキャンのグループ参画（24/3期Q4）により、事業基盤が強化されています。自治体における
シェアは5割を超え、No.1の地位を確たるものとしています。

自治体向け事業売上 四半期推移

(単位：百万円)

自治体における市場シェア

12

833
678

1,990

862

1,423

788

2,108

1,543

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4
2 7

1,176

+ 8%

25/3期24/3期 26/3期

国内最大
市場シェア

約５割

自治体数
1,716自治体
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（参考）保険者・生活者向け : PHRサービス基盤（ ）と事業規模の拡がり
ユーザーID数は800万を突破し、顧客基盤の拡大が継続しています。この強固な基盤に対する提供サービスの拡充と付加価値の向上が、事業規模の
持続的成長を牽引しています。

Pep Up関連売上高 年度推移

(単位：百万円)

Pep Up ユーザーID数

(単位：万人)

987

1,420

1,955

2,684

3,238

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

+ 35%

343

541
607

739
803

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

+ 24%
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2,052 1,915

2,840 2,827
3,120

3,343

3,993 3,817 3,887

4,543
4,954

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2,286

+ 24%

医療提供者向け : 事業状況
医療機関やクリニックからの堅実な需要に支えられ、事業規模の拡大が継続しています。また、病院への多様なシステム提供を通じたデータ活用許
諾の取得も順調に進み、当該領域においてもデータアセットが着実に拡大しています。

医療提供者向け事業売上 四半期推移

(単位：百万円)

JMDCグループ企業における医療機関向け（病院）システム提供数

(施設数ベース)

その他
ICM
MDB

ドクターネット

JMDC

26/3末

約 3,600病院

• 電子カルテ、臨床検査
システム等

• 服薬指導システム 取り組み中

今後着手予定

• DPC/レセプト、電子カ
ルテ等のDB化・分析 取り組み中

• 遠隔画像診断システム 取り組み中

データ活用許諾

25/3期24/3期 26/3期

約1,500病院
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（参考）医療提供者向け : 病院向け事業のポテンシャル
高付加価値のコンサル・経営支援が牽引し成長が持続しています。約3,600に及ぶデータ基盤サービス導入施設に対する高付加価値サービスの浸透
余地は大きく、将来収益ポテンシャルは高いと見込んでいます。

事業成長のポテンシャル（イメージ）

高付加価値サービス
コンサル・経営支援は医療機関
からの高い需要に支えられ拡大

データ基盤サービス等
医療機関のDxニーズを捉えた
様々なシステム提供が拡大

医療提供者向け（医療機関）事業売上 経年推移

(単位：百万円)

25/3期 26/3期

10,892

14,447

+ 33%
単価

病院数
約 3,600病院約 2％

データを活用した
高付加価値サービス

高

低

データ基盤
サービス

データを活用した高付加価値
サービスは大きなポテンシャル

データ基盤サービスも
安定的に拡大



25

Section 4
遠隔医療
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遠隔医療事業（Tele-RADサービス）: 概要
日本の医療施設は約11万軒、画像撮影数は年1.5億症例に比し、放射線診断専門医は約6,000名と不足しています。専門医リソースを有効に活用し、
このギャップを埋めていきます。

レコード

画像診断依頼と
契約読影医をマッチング

DtoDで遠隔医療を実施

契約医療機関数

画像DB 専門医
DB

Note: 業界シェアは、ドクターネットにて推計。契約施設数、読影医数ともに、ドクターネットのサービス契約施設数及び契約読影医数の総数を記載。
出典: 厚生労働省「令和2(2020)年医療施設動態調査」、公益社団法人日本放射線学会HPの専門医一覧

1,255
放射線診断専門医

1,665

国内最大
業界シェア

約 30％
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遠隔医療事業 : 業績
特有の季節性をこなしつつ、堅実な需要を背景に事業規模の拡大と高収益性が両輪で継続し、安定した成長を果たしています。

1,307
1,433 1,431 1,407

1,500 1,558 1,568 1,490 1,524
1,662 1,672

1,533

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

+ 3%

448

566 556
504 532

598 604

500
536

616
684

571

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

+ 14%

遠隔医療事業売上 四半期推移

(単位：百万円)

EBITDA 四半期推移

(単位：百万円)

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

通期EBITDAマージン
37%

通期EBITDAマージン
37%

通期EBITDAマージン
38%

25/3期24/3期 26/3期25/3期24/3期 26/3期
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（参考）遠隔医療事業 : 遠隔読影サービス売上の積み上がり
今後も引き続き強固な需要に支えられ、安定的に業績拡大が継続していくものと考えています。

19/3 20/3

2021年3月期契約

2017年3月期以前契約

17/3 18/3

2020年3月期契約

22/3

2019年3月期契約
2018年3月期契約

遠隔読影マッチングサービスの売上高（百万円）

2022年3月期契約

21/3

2023年3月期契約

23/3

Note: 売上は経営管理上の数値。ドクターネットは2018年4月より連結財務諸表に取り込んでおりますが、上記はそれ以前からの数値を含めて記載

2024年3月期契約

24/3 25/3 26/3

2025年3月期契約

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2026年3月期契約
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Section 5
2027年3月期 業績予想
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2027年3月期 : 業績予想

(単位：百万円) 26年3月期 通期実績

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益

売上収益

営業利益
(率)

税引前利益
（率）

親会社の所有者に
帰属する利益

(率)

EBITDA
(マージン)

売上収益は順調な事業環境から持続的な成長を見込んでいます。また、利益面は将来を見据えたAI等への戦略的投資を機動的に実行するため保守的
な予想としていますが、全段階において着実な増益を確保する計画です。

27年3月期 通期計画 前期比

+9%

+5%

+10%

10,521
(21%)

6,765
(13%)

9,964
(20%)

+20%50,462 60,500

11,500
(19%)

7,100
(12%)

+14%13,178
(26%)

15,000
(25%)

11,000
(18%)



31

2027年3月期 : セグメント別計画
強固な事業基盤を持つヘルスビッグデータが、戦略的投資を実行しつつ成長を牽引、遠隔医療は堅実な需要に支えられ高収益性を維持する計画と
しています。

(単位：百万円) 26年3月期 通期実績 27年3月期 通期計画 前期比

ヘルスビッグデータ
44,070 
11,722 

(27%)

54,000 
13,500 

(25%)

+23%
+15%

売上
EBITDA
(マージン)

遠隔医療
6,392 
2,407 
(38%)

6,500 
2,500 
(39%)

+2%
+4%

売上
EBITDA
(マージン)

調整額 - 
△952 

- 
△1,000 

-
-

売上
EBITDA

Note: IFRSベース
EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費±その他の収益・費用、EBITDAマージン：EBITDA÷売上収益
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（参考）2027年3月期 : 第１四半期の見通しについて
27年3月期Q1は、売上は事業領域の拡大により堅実な成長を見込んでいますが、固定費の増加もあり、EBITDAはマイナス成長となる見込みです。

12,099

11,075

10,452

8,096

25/3期

13,973

13,407

12,355

10,725

26/3期 27/3期
業績予想

Q4

Q3

Q2

Q1

41,723

50,462

60,500

EBITDA 年度推移

(単位：百万円)

売上収益 年度推移

(単位：百万円)

3,312

3,138

2,831

1,649

25/3期

3,496

4,157

3,256

2,267

26/3期 27/3期
業績予想

Q4

Q3

Q2

Q1

10,932

13,178

15,000

構成比
19%

構成比
21%

構成比
18～22% 構成比

15%
構成比

17% 構成比
11～13%
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Section 6
マネジメントビュー
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キークエスチョン
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの方々のご理解をより深めていただくため、2つのキークエスチョンについてご説明します。

① インダストリー向け事業が軟調だった要因とその対策は？

② AIの進化はJMDCの事業にどのような影響を与えるか？
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インダストリー向けのうち8割を占める製薬向け事業の成長が期待を下回った

Note: 「製薬企業向け」には、アカデミア・その他企業の売上を含んでいます。

その他エンタープライズ向け
• 異業種・異分野においてもヘルスケアデータを活

用したサービスの提案が進捗し、順調に事業成長

生損保企業向け
• 商品開発だけでなく、募集や引受、保全、支払等

の部門への浸透が順調に進捗し、成長基調に回帰

製薬企業向け
• セールス・マーケ、R&D部門向けは堅調も、メ

ディカル部門向けが軟調 (詳細は次頁)

6%

81%

25/3期

8%

80%

26/3期

エンタープライズ向け
生損保企業向け

製薬企業向け

13%

12%

+ 23%

データ活用領域別比較

(%は構成比)

+ 22%

期初想定比
マイナス7～8%pt

+ 71%

+ 9%

成長率
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その要因は、メディカル部門向け取引の剥落によるもの

Note: 「製薬企業における提供部門別比較」では、アカデミア・その他企業の売上を控除しています。

R&D部門
• 治験領域における、データを駆使したオペレーションが

引き続き堅調に推移

セールス・マーケティング部門
• 希少疾患領域におけるデータ分析、データとAIを組み合

わせたターゲティングなどのニーズが持続的に拡大

メディカル部門
• 新たに本格提供を開始した自治体・医療機関データの

データ処理に想定を超える工数がかかり、顧客提供が遅
延した (一過性影響)

• また、営業リソースを他部門に優先的に配分した結果、
提案量が不足した

21%

55%

22%

25/3期

22%

63%

14%

26/3期

その他

R&D

セールス・
マーケティング

メディカル

+ 23%

成長率

+ 29%

+ 40%

△ 25%

製薬企業における提供部門別比較

(%は構成比)



37

メディカル部門向け取引において競合の浸食を許してしまった

Note: 「主な競合企業のデータ利活用売上推移」は各社公表資料より作成

主な競合企業のデータ利活用売上推移

23/1～12末 24/1～12末 25/1～12末

A社

B社

△ 4%

+ 23% 競合のデータ利活用状況

• 直近1年で、メディカル領域を中
心として事業展開を行う主な競合
が10億円以上の事業成長

• 3年前から2年前にかけては、競合
の売上成長が止まっており、本来、
JMDCによる寡占化が進む領域と
捉えていたが、マーケ・セールス
部門などにリソースを優先して配
分した結果、顧客へのアプローチ
が不足し、シェアを奪われること
になった
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しかしながら、データアセットは競合を凌駕しており、今年度シェア奪還に向けて取り組む

保険者母集団（健保＋自治体）の状況

自治体と合わせ、母集団は3,000万人を超過

FY2018 20202019 2021 2022 2023 2024 2025

自治体と合わせると
母集団は

3,000万人を超過

健保母集団は
2,076万人と拡大

Note: 「医療機関由来データの状況」は、「日本薬剤疫学会 健康・医療情報データベース活用委員会. 日本における臨床疫学・薬剤疫学に応用可能なデータベース調査」および各社公表資料より作成

939
1,300

1,500

FY2024 FY2025 FY2026 Q1
（見込み）

医療機関由来データの状況

(単位：万人、 年間患者数ベース)

競合他社
データ量

「No.1のデータアセット」に加え、「メディカル部門向けのリソース強化」を行うことで、
メディカル部門向けのシェアを奪還する



39

製薬企業クライアントセグメント毎の1社あたり年間取引額

(単位：百万円)

0

100

200

300

400

500

600

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

上位5社

6～30位

31位以下

更には、先進企業ではセールス・マーケ部門を中心に成長が再加速しており、裾野を広げる
ことによる成長余地は大きい
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キークエスチョン
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの方々のご理解をより深めていただくため、2つのキークエスチョンについてご説明します。

① インダストリー向け事業が軟調だった要因とその対策は？

② AIの進化はJMDCの事業にどのような影響を与えるか？
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アウトプットデータ

ツールは過去から進化を繰り返してき
た。処理能力が高まったことで、デー
タの必要性が高まり、アウトプットの
量が増えてきた。

ツール/手段

AIはツールの更なる進化であり、
データはAIで代替されるものでは
ない。AIの進化に半導体が必要な
ように、データは、量・種類・領
域の拡大などが求められるが、AI
時代においても必須であり続ける。

現在～

2000年代

2010年代

マンパワー

デジタル

AI

データを活用するためのツールはこれまでも進化し続けてきた。AIによりデータの重要性は
益々高まっている
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AI活用により、仮説検証のサイクルが大幅に加速している

前年度 今年度

２倍以上

仮説検証の数

AIツールの社内トライアルにおいて、レス
ポンス速度が圧倒的に改善したことで、仮
説検証のサイクルが加速し、分析の試行数
が２倍以上に増加

これらは社内トライアルを経て顧客導入も
検討しており、プロジェクトのシーズ構築
に大きな力を発揮する
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仮説検証のサイクルが加速したことで、更に多くのプロジェクトが進行中

AI RWD分析ツール 新たなプロダクトMR活動支援
ソリューション 治験DX 創薬の効率化

ゲノムとレセプトデータの
組み合わせによる創薬ター
ゲットの探索

AI × ヘルスデータの活用
領域は今後さらに拡大。
新たなプロダクト創出へ

JMDCのヘルスケアデータ
を自然言語、専門スキルな
しで分析可能なサービスの
提供

RWDと社内CRMを統合。
MRのネクストアクション
を最適化

治験プロトコルや施設選定
の最適化、被験者リクルー
ティングを加速する
ソリューションの提供
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家庭・バイタルデータ

×
JMDCヘルスケアデータ

食品・OTC等の購買データ

×
JMDCヘルスケアデータ

ドライブデータ

×
JMDCヘルスケアデータ

新たなタイプの
                    データ

×
JMDCヘルスケアデータ

新しいインサイト

医療機器・健康関連商品メーカー 小売り企業 モビリティ・運輸企業 新たな産業・業種

疾患予測アルゴリズムの開発、
デバイスの付加価値向上

健康と購買習慣の関連性探索、
適切なリコメンドによる

購買促進

疲労・睡眠と疾患予兆の検知、
モビリティ・運輸事業の

付加価値向上

異業種データとの組み合わせがAIにより加速。様々な企業からデータを保有するJMDCへの
関心が寄せられている
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オムロンとの事業連携もAI活用によって大きく進捗

生活習慣病

脳心血管イベント

メンタル疾患

女性疾患

疾患リスク
予測モデル

家庭・バイタルデータ

健診・レセプトデータ

ヘルスビッグデータ

OMRON × JMDCによるAI疾患リスク予測モデルの開発 例：睡眠時無呼吸症候群（SAS）リスク層の可視化

睡眠関連疾患

Note: 当該AIは、医療診断を目的としたAIではありません。

AIにより、従来見つけに
くかった潜在リスク層を
高精度に抽出

従来の簡易検査

治療中

60万人

SAS 疑い

治療対象者

Al活用前

早期発見・
受診機会の創出

SAS疑い
対象者の拡大

Al活用後

疾患リスク予測
アルゴリズム

AUC：約0.9

940万人

SAS潜在層
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JMDCのミッション

「健康で豊かな人生をすべての人に」

データとICTの力で、
持続可能なヘルスケアシステムを実現する
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本資料は、株式会社JMDC（以下「当社」といいます。）及び当社グループの企業情報等の提供のために作成されたものであり、国内外を問

わず当社の発行する株式その他の有価証券への勧誘を構成するものではありません。

本資料に記載される当社グループの目標、計画、見積もり、予測、予想その他の将来情報については、本資料の作成時点における当社グルー

プの判断又は考えにすぎず、実際の当社グループの経営成績、財政状態その他の結果は、国内外の経済情勢、業界の動向、他社との競業、人

材の確保、技術革新、その他経営環境等により、本資料記載の内容又はそこから推測される内容と大きく異なる可能性があります。

本資料に記載される業界、市場動向又は経済情勢等に関する情報は、現時点で入手可能な情報に基づいて作成しているものであり、当社グ

ループがその真実性、正確性、合理性及び網羅性について保証するものではありません。本資料に記載されている当社以外の企業等に関する

情報は、公開情報又は第三者が作成したデータ等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について、当社は独自の検証を

行っておらず、また、これを保証するものではありません。本資料には、業界、市場動向又は経済情勢等に関し、当社グループの見立て、予

想、又は試算に基づく情報が記載されていることがありますが、これらは、本資料の作成時点における当社グループの判断又は考えにすぎず、

実際の数値はこれらと大きく異なる可能性があります。また、本資料に記載される当社グループにおける潜在的な収益機会に関する情報は、

一定の仮定に基づき当社が現時点において想定する将来的な収益機会に関する潜在的な可能性（規模感）を示すものに過ぎず、特定の時点に

おける当社の業績についての予想、計画、見込、目標等を示すものではなく、また、実際の結果はこれらと大きく異なる可能性があります。

他社の財務数値その他の指標は、会計基準又は計算方法の違い等の理由により、当社における対応する指標と直接比較することはできません。

今後の状況の変更等が本資料の内容に影響を与える可能性がありますが、当社は、本資料を更新、修正又は確認する義務を負うものではあり

ません。本資料の内容は事前の通知なく変更されることがあります。




